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はじめに

電気事業においては，昨年３月，部分的な小売自由化がスタートし，お客さまの競争入

札による電気の調達や，様々な新規参入者の動きが活発化するなど，本格的な市場競争が

始まっております。こうしたなか，当社は，昨年 10 月に新たな料金メニューの提供や電

気料金の引下げを実施し，価格競争力と販売力の強化に努めてまいりました。

平成 12 年度の収支につきましては，電気料金の引下げによる影響がありましたものの，

販売電力量が前年度を上回ったことや，設備投資や修繕費の削減，業務革新の推進など

経営全般にわたる一層の効率化に努めました結果，経常利益で３４０億円を確保する

ことができました。

今後につきましても，地域の皆さまから信頼され，お客さま，株主の皆さまなどから選

択される企業を目指し，北陸電力グループをあげての経営改革の推進など経営効率化計画

の着実な実効を期し，中期的利益目標やグループ経営目標の達成に向けて全力を傾注し

てまいります。

以下，平成 12 年度の収支状況と効率化状況についてお示しし，当社の事業運営

について一層のご理解を賜りたいと存じます。

【 参 考 】 平成 12 年度経営効率化計画における利益目標およびグループ経営目標

利 益 目 標（平成 11 年度から継続）

平成１１～１３年度の３年間について  ・経常利益２５０億円以上

・ＲＯＡ（総資産利益率）１％

また，平成２０年度までに  ・自己資本比率２５％

    を目指してまいります

（注）ＲＯＡは当期利益の総資産に対する比率で，資産運用の効率性を示す指標

自己資本比率は自己資本の総資本に対する比率で，経営の安全性を示す指標　です。

  グループ経営目標

[売 上 拡 大]   今後５年以内に，新規事業など事業領域拡大により，

子会社の売上高を２０％増（平成 10 年度対比）

[業務量削減]   今後３年間で，管理間接業務量の２０％以上削減

        を目指してまいります
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１．需給の動向 

（１）電力需要の推移 

平成 12 年度について， 

・民生用は猛暑による冷房需要の増加に加

え，エコ・エルフ住宅やクッキングヒー

ターの普及活動による成果等により堅調

な増加，産業用は電気機械製造関連の大

幅増などから順調な増加。 

・電力需要合計では，前年度比3.4％の増加。 

 

 
 
 

 

 

（２）発電電力量構成比の推移 
 

平成 12 年度について， 

・原子力の構成比は，志賀原子力１号機の

利用率の向上や，他社受電量の増加に伴

い上昇。 

・石油火力の構成比は，原子力の高稼働，

石炭火力の新規運開（敦賀 2 号機）等に

より低下。 

 

 

 

 

２．収支の状況 
（１）収支の推移               (億円) 

 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ 10 Ｈ 11 Ｈ 12 H13 見通し 

（参考） 

売 上 高 4,９５３ 4,９１６ ４,８１８ 4,８７７ ４,９０６ ４,９００ 

経 常 利 益 ２２３ ２４５ ２０６ ３０１ ３４０ ３５０ 

渇水準備金 ７ ６ － ▲７ ▲６ － 

特 別 損 失 － － ２０ １８３ － － 

税引前利益 ２１６ ２３９ １８６ １２５ ３４６ ３５０ 
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（注）民生用は電灯，業務用電力，深夜電力。 
      産業用はそれ以外の電力。 

（注）四捨五入のため合計が合わない場合が 
   あります。 
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（２）収益の動向 

平成 12 年度について， 

・電灯料，電力料，地帯間販売電力料等の構成

比はほぼ前年度並み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）費用の動向 

 

平成 12 年度について, 

・ 各費用項目とも，効率化によるコスト増抑

制により，ほぼ横這い。 

 

（参考）新規電源の運転開始 

七尾大田火力発電所  ２号機(平成 10年 7月) 

敦賀火力発電所      ２号機(平成 12年 9月) 

 

 

 

 

 

３．財務体質の状況 
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４．経営効率化の努力 
（１）個別提案型マーケティング活動の強力な展開 

「電気の効用をお届けする」という理念のもと，電気についての多様なニーズにお応えする「個

別提案型マーケティング活動」を地域の皆さまのご協力を得ながら，強力に展開してまいりました。

この一環として，昨年３月に届け出た料金メニューに加え，昨年 10 月の料金引下げを機にさらな

る料金メニューの充実を図りました。 

 

［平成12年9月に届け出た料金メニュー（平成12年10月実施）］        （口） 

料金メニュー 内      容 
加入口数 

(H12年度末) 

季節別時間帯別電灯 

(ｴﾙﾌﾅｲﾄ10) 

夜間（22時～8時の10時間）や夏季以外の季

節のご使用を増やしていただくほど，電気料

金がお得になる制度です。 

438 

[付帯措置] 

200V電化契約 

(ｴﾙﾌVﾌﾟﾗﾝ) 

ｴﾙﾌﾅｲﾄ10 にご加入いただいているお客さま

で，給湯設備・厨房設備および空調設備に要

する熱源を電気でまかなうお客さまに対する

割引制度です。 

405 

低圧季節別時間帯別電力 
お客さま設備の稼動状況を向上していただく

ほど，電気料金がお得になる制度です。 
328 

低圧電力Ⅱ 
電気のご使用の頻度が少ない場合などにもお

得になるような制度です。 
160 

業務用電化厨房契約 
一定規模以上の電化厨房機器をお使いいただ

いているお客さまに対する割引制度です。 
15 

業務用季節別時間帯別電力Ⅱ 

(業務用ｽｰﾊﾟｰﾅｲﾄ契約) 
72 

 

 

 

 

 

 

 

負 荷 

平準化 

季節別時間帯別電力Ⅱ 

(高圧電力Ａｽｰﾊﾟｰﾅｲﾄ契約) 

お客さま設備の稼動状況を向上していただく

とともに，夜間のご使用を増やしていただく

ほど，電気料金がお得になる制度です。 
348 

経 営 

効率化 

初回振替契約 

(にこにこふりかえﾌﾟﾗﾝ) 

口座振替（初回振替）により電気料金をお支

払いいただく場合の割引制度です。 
1,079,264 

 

【参  考】 

［平成12年3月に届け出た料金メニュー］           （口） 

料金メニュー 実施年月 
加入口数 

(H12年度末) 

業務用ウィークエンド契約 2,522 

季節別時間帯別電力Ⅱ（高圧電力Ｂｽｰﾊﾟｰﾅｲﾄ契約） 181 負荷平準化 

ホワイトプラン電力Ⅱ 

平成12年6月 

1,930 

経営効率化 均等支払料金契約（にこにこあんしんﾌﾟﾗﾝ） 平成12年4月 39 
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（２）北陸電力グループトータルとしての業務改革 

グループ経営目標の達成を目指し，グループ体制をより効率的な業務システムに再構築するとと

もに，ＩＴ（情報通信技術）などの活用により効率化の推進に努めてまいりました。 

 

ａ．本店機構改革の実施，人事制度の見直し 

・平成12年7月，業務プロセス再構築(BPR)の成果を踏まえ本店の機構改革を実施 

【参  考】 

（本店機構改革の概要） 

・戦略機能強化と組織効率向上をねらい，18室部を16部に統廃合 

・機動的，弾力的な組織運営や効率的な要員配置を可能とする「ﾁｰﾑ制」の導入 

 

・従業員の削減 

（目      標）   当社従業員数を平成１３年度末までに３００人削減 

（平成１０年度末基準：転籍者含む） 

 

（12年度実績）   採用人員の抑制や特別管理職を対象とした転籍制度の導入（平成12

年3月～）等により平成１０年度末対比で２７９人削減 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

(参考) 労働生産性（１人あたり販売電力量）の推移
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ｂ．グループ体制の再構築 

・子会社業務を競争市場向け業務（フロンティア業務）と電気事業補完業務（パートナー業務）

に分類・再編 

 

（フロンティア業務）専業特化の観点から，フロンティア業務実施主体の見直し 

（パートナー業務）北電パートナーサービス株式会社に業務を集約 

 

・売上拡大 

（目      標）   今後５年以内に事業領域拡大により子会社の売上高を２０％増 

 

（12年度実績）  ・電気事業以外の売上高 ７７億円 

                 ・平成１０年度からの増加額 １７億円 

     （平成１０年度子会社売上高の５％に相当） 

 

 

（３）効率的な設備形成と運用 

安定供給の確保，供給信頼度の維持を図りつつ，設備投資額・修繕費の削減に努めるとともに，

経営全般にわたる効率化の一層の推進に取り組んでまいりました。 

 

ａ．設備投資額の削減 
（目      標）  設備投資額をH12～H14の３年間平均で１，３５０億円以下に抑制 
     （流通設備は，H12～H14の３年間平均で４００億円以下に抑制） 
    
（12年度実績） 平成１２年度設備投資額 １,３６９億円 

     ［12年度計画1,489億円より▲120億円。3年間平均で1,350億円以下の見通し。］ 
（うち流通設備 ２６９億円） 

     ［12年度計画321億円より▲52億円。3年間平均で400億円以下の見通し。］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

設備投資額の推移
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ｂ．修繕費の削減 
（目      標） 修繕費をH12～H14の３年間平均で５７０億円以下に抑制 
   （流通設備は，H12～H14の３年間平均で２３０億円以下に抑制） 
 
（12年度実績） 平成１２年度修繕費実績 ４９８億円 
   （うち流通設備 ２２９億円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｃ．供給信頼度の維持 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

ｄ．原子力の安定・安全運転  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

志賀原子力発電所１号機の設備利用率
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（４）地球環境に優しい経営活動の展開 

環境との調和，循環型社会への取組みに努め，原子力の推進や環境保全に資する取組みをグル

ープを挙げて積極的に展開してまいりました。 

ａ．ＣＯ2排出量の削減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｂ．グリーン電力制度の導入 
・平成12 年 10 月，自然エネルギー発電の普及促進を支援する新たな方策として，「北陸グリ
ーン電力基金」を創設し，寄付金の募集を開始 

 
【参  考】（北陸グリーン電力基金） 

広く一般の方々から寄付金を拠出していただき，基金を設置し，北陸地域
内の太陽光発電および風力発電，ならびに北陸地域外の風力発電設備を建
設する事業者に対し，助成金を交付する制度。 

 
加入状況（平成13年3月末現在） 565件  589口   
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ｃ．リサイクル活動の推進 
・平成12年6月，地域の企業とともに，機密・保存文書リサイクル事業に取組む新会社として
株式会社「ジェスコ」を設立 

 
【参  考】（株式会社「ジェスコ」の概要） 

1．設 立 日 ： 平成12年6月1日 
2．資 本 金 ： 5,000万円（当社出資比率50％） 
3．事業内容 ： 機密・保存文書等の機密消滅処理サービス 

機密・保存文書等の保管サービス 
再生紙製品類の販売 

 
・北陸におけるオフィス古紙リサイクルの推進状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｄ．環境マネジメントシステムの水平展開 

・平成１３年３月 武生支社で国際規格認証(ISO 14001)取得 
富山新港火力発電所（平成10年5月），志賀原子力発電所（平成11年12月）
に続き，3番目の取得。平成13年度は七尾支社が取得を目指す。 

 
(参考)環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の概要 
環境方針・環境管理計画を策定・実行・点検・是正・評価した上で，その取組みを継続的に改善し

ていくシステムです。 
平成８年に国際標準化機構（ＩＳＯ）や日本工業規格（ＪＩＳ）により規格化されました。 
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【参  考】 
 
①販売電力量の推移            （百万kWh，％） 
 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 
 （3.2） （1.8） （2.5） （5.2） （3.5） 
電    灯 ５，８６５ ５，９６８ ６，１２１ ６，４３７ ６，６６０ 

 （2.9） （1.3） （▲3.6） （3.2） （3.3） 
電    力 １８，２８６ １８，５１９ １７，８４９ １８，４１６ １９，０３２ 

 （2.9） （1.4） （▲2.1） （3.7） （3.4） 
合    計 ２４，１５１ ２４，４８７ ２３，９７０ ２４，８５３ ２５，６９２ 

（注）上段（  ）内は伸び率。 
 
 
②発電設備の推移（年度末） 
  Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 
水    力 発電所数(カ所) １１７ １１７ １１６ １１６ １１６ 
発電設備 認可出力(千kW) １，８０６ １，８０７ １，８０６ １，８０６ １，８０６ 
火    力 発電所数(カ所) ６ ６ ６ ６ ６ 
発電設備 認可出力(千kW) ３，１６２ ３，１６２ ３，８６２ ３，８６２ ４，５６２ 
原 子 力 発電所数(カ所) １ １ １ １ １ 
発電設備 認可出力(千kW) ５４０ ５４０ ５４０ ５４０ ５４０ 
 
 
③新規電源（至近５ヵ年） 

 発    電    所 認 可 出 力 運 転 開 始 
火    力 七尾大田火力発電所２号機 ７００千ｋＷ 平成１０年７月 
発電設備 敦賀火力発電所２号機 ７００千ｋＷ 平成１２年９月 

 
 
④発受電電力量の推移        （百万kWh） 
 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 
 水力発電電力量 ６，５２６ ６，５１９ ６，５８４ ５，９５２ ６，０１１ 
自 社 火力発電電力量 １２，０２８ １１，７７２ １２，６２８ １５，８９６ １５，７２９ 
 原子力発電電力量 ３，６８５ ３，７８７ ４，７２９ ３，５８１ ４，０１４ 
他 社 受 電 電 力 量 ８，７６３ ８，７８２ ８，４７６ ７，７９８ ７，８２３ 
融 通 電 力 量 ▲４，６０５ ▲４，１１６ ▲６，０６１ ▲５，８７９ ▲５，２６５ 
揚水発電所の揚水用電力量 ▲１０５ ▲７８ ▲６９ ▲８８ ▲９８ 
発 受 電 電 力 量 計 ２６，２９２ ２６，６６６ ２６，２８７ ２７，２６０ ２８，２１４ 
（参考）出水率  （％） １００．７ １０３．４ １０８．４ ９７．７ ９５．１ 
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⑤貸借対照表            （億円） 
 年 度 末 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 
資産の部 固 定 資 産 １４，１５１ １４，３９３ １４，０８４ １４，７３４ １４，８５１ 

電気事業固定資産 １０，７１１ １０，３９６ １１，０３４ １０，５０９ １０，９３７ 
事業外固定資産 ５ １１ １６ １５ １１ 
固定資産仮勘定 １，８７５ ２，４１８ １，４５６ ２，３６９ １，９５２ 
核 燃 料 ７６９ ７９２ ７８３ ７７３ ７９１ 
投 資 等 ７８８ ７７３ ７９３ １，０６６ １，１５８ 
流 動 資 産 ５７６ ５５７ ５６３ ５７２ ５９１ 

 

合       計 １４，７２７ １４，９５１ １４，６４７ １５，３０６ １５，４４２ 
負債及び 固 定 負 債 ８，９８４ ９，１３７ ９，６３４ ９，８９１ ９，６３９ 
資本の部 流 動 負 債 ２，７８４ ２，８５７ ２，０８６ ２，３５０ ２，５３４ 

引 当 金 １０４ １１０ １１０ １０２ ９７ 
負 債 合 計 １１，８７３ １２，１０５ １１，８３２ １２，３４４ １２，２７０ 
資 本 金 １，１７６ １，１７６ １，１７６ １，１７６ １，１７６ 
法定準備金 ５７１ ５８２ ５９３ ６０４ ６１５ 
剰 余 金 １，１０６ １，０８７ １，０４５ １，１８１ １，２７４ 
評価差額金 － － － － １０５ 
資 本 合 計 ２，８５３ ２，８４５ ２，８１５ ２，９６２ ３，１７２ 

 

合       計 １４，７２７ １４，９５１ １４，６４７ １５，３０６ １５，４４２ 
（注）金額は億円未満の端数を切り捨てて表示。 
 
 
⑥損益計算書            （億円） 
  Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 
経常収益 電気事業営業収益 ４，９５３ ４，９１６ ４，８１８ ４，８７７ ４，９０６ 

電気事業財務収益 ９ ８ ７ ６ ７ 
営 業 外 収 益 ９ ５ １０ １１ ８ 

 

経 常 収 益 計 ４，９７１ ４，９２９ ４，８３５ ４，８９４ ４，９２１ 
経常費用 電気事業営業費用 ４，２２２ ４，１９８ ４，１９６ ４，２０８ ４，１４１ 

電気事業財務費用 ５２３ ４８２ ４２６ ３７７ ４０２ 
営 業 外 費 用 ３ ４ ７ ８ ３８ 

 

経 常 費 用 計 ４，７４８ ４，６８４ ４，６２９ ４，５９３ ４，５８１ 
経 常 利 益 ２２３ ２４５ ２０６ ３０１ ３４０ 
渇 水 準 備 金 ７ ６ － ▲７ ▲６ 
特 別 損 失 － － ２０ １８３ － 
税引前当期利益 ２１６ ２３９ １８６ １２５ ３４６ 
法 人 税 等 １３６ １３６ １０５ １３６ １６７ 
法人税等調整額 － － － ▲９０ ▲３６ 
当 期 利 益 ８０ １０３ ８１ ７９ ２１５ 

（注）税効果会計の導入に伴い，平成11年度から法人税等調整額を記載。 
 
 
⑦原油価格・為替レートの推移 
 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 
原油価格  （＄／ｂ） ２１．６ １８．８ １２．８ ２０．９ ２８．４ 
為替レート（円／＄） １１３ １２３ １２８ １１２ １１１ 

 


